
１９年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

三浦市の比率 早期健全化基準 財政再生基準

％ ％ ％ 

指標の内容 比　率 経営健全化基準

％ ％ 

市場事業 ―

公共下水道事業 ―

病院事業 ２６.５

水道事業 ―

※「一般会計等」とは、一般会計と公営事業に属さない特別会計の総称です。三浦市は一般会計のみが対象です。

※「全会計」とは、三浦市の場合は、一般会計・５つの特別会計（国民健康保険事業・老人保健医療事業・介護保険事業・市場

　事業・公共下水道事業）・２つの企業会計（病院事業・水道事業）が対象です。

※「標準財政規模」とは、地方公共団体において１年に標準的に収入される一般財源の規模です。

※実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率の「―」表示は、実質赤字がない（資金不足が生じていない）ことを示

　しています。

※連結実質赤字比率の財政再生基準は本来は３０％ですが、３年間の経過的な基準（４０％→４０％→３５％）が設けられてい

　ます。

※健全化判断比率のうち、一つでも早期健全化基準を超えた場合、財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力による財政

　 健全化に取り組むことになります。また、さらに比率が悪化し、一つでも財政再生基準を超えた場合は、財政再生計画を策定

　 し、国等の関与による確実な再生に取り組むことになります。
※資金不足比率が経営健全化基準を超えた場合、該当の公営企業会計は、経営健全化計画を策定し、自主的な改善努力に
　 よる経営健全化に取り組むことになります。

　三浦市の健全化判断比率はいずれも基準をクリアしていますが、神奈川県内の市の中では決して良い比率とは言えません。
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指　　標

一般会計等が負担する元利償還金及び準
元利償還金の標準財政規模に対する比率

全会計を対象とした実質赤字の標準財政
規模に対する比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負
債の標準財政規模に対する比率

指標の内容

連結実質赤字比率

実質公債費比率

　病院事業会計の資金不足比率が２６．５％と大きく資金不足が生じた要因は、常勤医師の減によるものです。平成１８年度から
１９年度にかけては６名減少し、著しく収益が悪化しました。

　すでに、同会計については、今年度、民間から事務長を迎え、病院内にリバイバルチームを発足し、経営健全化に向けた対
策を進めているところであり、この８月までに４名の常勤医師を新たに確保し、７対１看護基準による診療報酬の増や、委託契約
の見直し等による経費の削減に取り組んでいます。
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　また、従来からの財政指標である平成１９年度決算における財政力指数は０.７７４、経常収支比率は９８.８％となっており、とも
に神奈川県内１７市中１７位です。また同様に、１人当たり市税も県内最下位という状況であり、財政事情は非常に厳しい状態が
続いている中で、財政の健全化へ向け、今まで以上の努力が必要であると考えています。

―

三浦市の対象となる会計

　資金不足比率

将来負担比率

指　　標

３５０.０

◎実質赤字比率、連結実質赤字比率：実質赤字はなく、健全な段階です。
◎実質公債費比率、将来負担比率：早期健全化基準を下回っており、健全な段階です。
◎資金不足比率：病院事業会計以外の公営企業会計は資金不足額がなく、健全な段階です。
　　　　　　　　病院事業会計は、経営健全化基準を上回っており、経営健全化を図らなければならない
　　　　　　　　段階です。


